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　2月10日の研修では大変お世話になりました。実践活動をご報告いただいた４地域の報告者の方々、グ
ループワークに参加していただいた方々、研修をサポートしてくださったファシリテーターの方々、お忙し
い中ご協力いただき誠にありがとうございました。 
　本研修は「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の佐久圏域における実践について地域の皆様と
一緒に考えていくものとして5年のプランで進めて参りました。今回の研修では、４地域の行政の立場から
のご報告をいただきましたが、行政の方々の創意工夫や地域の関係者の方々とのつながり、ピアの方々の存
在の大きさを強く感じさせられるものだったと思います。以下、私がお話をうかがって感じたことなどを挙
げさせていただきます。 
小諸市：小諸市役所　都築　文香さん 
　小諸市の「にも包括」への取り組みは、令和4年から始まり、令和5年には、地域診断を通して小諸市版
「にも包括図」を作成、令和6年には、事例検討の実施といった段階を経てこられました。令和7年度は協
議の場から次の一手として「会議室から飛び出そう」をテーマに地域資源散策やサードプレイスとしての場
所探し、図書館での掲示など具体的な活動が展開されていました。また「にも包括」の「にも」には、障害
のない人たちも含まれるという視点で市民への発信を広げられています。 
佐久市：佐久市役所　小林　友紀さん 
　佐久市は令和３年から「にも包括」に関する取り組みを始められています。顔の見える関係づくりやコア
会議での検討を通した全体会の運営など市の取り組みとしての枠組みをしっかり作っておられました。その
中でもトラウマインフォームドの視点や「狭間の人」への取り組みなど特徴のある活動がなされていまし
た。年2回の連絡会から地域移行をチーム制で行うなどの具体的な「にも包括」への取り組みも始まってい
ます。小諸市のように佐久市版「にも包括図」も検討されています。 
御代田町：御代田町役場　栁澤　智洋さん 
　御代田町では、障害者手帳を取得している方の数の傾向から今後の精神保健福祉への取り組みの必要性が
挙げられていました。特徴的なのは、精神障害のある方々が作ってこられたプログラムであるWRAP
（Wellness Recovery Action Plan：元気回復行動プラン）に令和5年から取り組み、令和7年には町で予
算化して一般の人も対象として広めつつあることでした。精神障害のある方々の活動が障害のない人たちに
も広められていくのは「にも包括」の目的に合ったとても良い活動だと思います。 
立科町：立科町役場　伊藤　健次さん 
　立科町では、令和3年から「にも包括」の検討を始められ、翌年から事業所連絡会での「協議の場」にお
いてピアサポーターを招いての学習会としてリカバリーストーリーの講演を実施されています。令和5年に
はこうした学習会を町民にも広げ、令和6年にはリカバリーストーリーの講演や架空の事例を使ってディス
カッションを行うという実践をされています。令和7年度もピアサポーターの方々と協力して町民や若い人
たちへのアプローチを広げていく活動が予定されています。 
＜４地域の報告から＞ 
　４地域の取り組みでは、障害のある方々だけでなく住民の方々を巻き込んだ活動である点が共通していま
す。「にも包括」の対象は、2021年に「精神障害の有無や程度に関わらない」とされており、共生社会に
おけるすべての住民のメンタルヘルスに関わる取り組みとして位置付けられています。そうした意味でも４
地域の実践は「にも包括」の理念に合ったものと言えるでしょう。 
　しかし「にも包括」が全ての住民のメンタルヘルスへと広げられた一方で日本の大きな課題である精神科
病院の長期入院や精神障害に対する誤解や偏見の問題も残されています。これらの課題に対して、佐久市で
は地域移行のチーム制導入による取り組みが始められていました。御代田町や立科町のようにWRAPやリカ
バリーストーリーなど精神障害のある方々の力を地域に活かしていくという取り組みは、精神障害に対する
誤解や偏見を改めていく力になりますし、小諸市の「会議室から飛び出す」発想は、地域における具体的で
実効性のある活動につながります。 
　「にも包括」における市町村の役割は、今後さらに重要になってくると思われます。今回の研修のように
市町村の壁を越えて協力し合うことでより幅広い対応が可能となるはずです。参加者の皆さんの交流やグ
ループワークで生み出された沢山のアイデアが佐久圏域の「にも包括」の発展につながれば幸いです。 
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令和7年度　精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を考える研修会 
ー研修を終えての感想とグループワークの成果についてー 
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＊各グループの報告から

＜1～４グループの報告から＞ 
　1～４グループでは、現状の確認と課題の整理が主に行われて
いたようです。４つのグループに共通しているのは、「つなが
り」であり、さらに「居場所」や「インフォーマルな関係」を重
視していることと「WRAP」や「ピア」の活動への関心の高さが
うかがえます。これは他のグループでも同じ傾向が見られます。
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7グループ＜５～７グループの報告から＞ 
　5～７グループでは、具体的
なアイデアの交換が積極的に行
われていたようです。 
　またここでも「つながり」や
「居場所」、「WRAP」や「ピ
ア」の活動が注目されていま
す。広報のあり方やシステム化
の方法など「にも包括」をいか
に地域の人たちに広めていくか
にも関心が持たれています。 
前回令和6年度の研修でも「居
場所」とサービスに繋がる入り
口となる「相談」部分の重要性
が挙げられていました。 
　これらは新しく作らなくても
地域の中の様々な人や資源の関
係を変えていくことで実現でき
ることも多いはずです。「にも
包括」のポイントの一つがここ
にあるようです。
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＜８、９グループの報告から＞ 
　８、９グループも具体的な活動が主に取り上げられてい
ます。ここでも「居場所」や「WRAP」について検討さ
れているほか、「町あるき」や「散歩コース」といった
地域を知るための活動が挙げられています。 
　９グループの左半分の記述は、私が質問に答えた内容
が反映されていますので、ここで少し説明させていただ
きます。「まるめこむ」は、包括という言葉が全てを含
んでいる様子を指しています。日本における「地域包括ケ
アシステム」の始まりとしては、1980年代に広島県の公
立みつぎ総合病院で行われた医療やリハビリテーション
を地域社会の中へも浸透させた取り組みが知られていま
す。精神科医療の領域では、1970年代にアメリカで誕生
し、日本でも2000年代に広まりを見せたACT（包括型地
域生活支援プログラム）が同じように病院で行うケアを
地域でも実現する取り組みでした。これらは地域におい
て保健・医療・福祉をまとめて提供する包括的なケアを
実践するという点で共通しています。ただしこうした取り
組みは制度化には至らず、後に登場した高齢者領域の地
域包括ケアシステムは、介護保険の財政的な問題を背景
とした国の政策的な観点から構築されてきた面が強く、
自助や共助が強調されている特徴があります。 
　「にも包括」もそうした背景が影響しており、実際の
活動内容は地域に任せられているように感じられます。
それだけに令和6年度や今回の研修で皆さんが考えて下
さったように地域独自の具体的な活動を創り出していく
ことが重要になってくると思われます。


